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２．主な品目の放射性物質の検査結果（24年度等）

１．米・大豆に含まれる放射性物質の濃度分布（23年産）

【 大 豆 】【 米 】

注：米については、旧市町村単位の
検査結果を市町村単位で図示。
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50～100 Bq/kg

23年産米、大豆の放射性物質検査におい
て50 Bq/kg超が１点でも検出された地域

大豆等の基準超過の状況
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２）大豆、牧草等では、カリ肥料等の吸収抑制対策の効果が不明瞭であり、米以上に基
準超過が出る可能性。土壌特性等に応じた対策が必要。

１）米等でスポット的に基準超過が出る可能性。

・ 超過ほ場の要因解明
・・・・・ 土壌以外にも水など、ほ場ごとに超過要因の解明

・ 水田水中の放射性セシウム濃度の影響解明
・・・・・ 水からの移行係数の算定、

玄米濃度に著しい影響の出る濃度水準の特定

・ 米に比べ遅れている大
豆、そば及び牧草の移
行要因の解明

・ 作物に移行しやすい土
壌の特定

・ 作付転換を含めた土壌
タイプごとの低減対策の
特定

〔具体的課題〕

〔具体的課題〕

直面する喫緊の課題

２

土壌中の交換性カリウムと移行係数との関係



 反転耕等による農地除染の実施

 水稲でのカリ肥料施用など吸収抑制対策の実施

ただし、統一的な対策・営農指導にとどまる

放射性物質低減に対する農林水産省のこれまでの主な取組

 農地土壌の放射性物質濃度分布図の作成

 表土削り取り、反転耕、水による撹拌除去法など農地

除染技術の開発

 水稲に対するカリウム施肥、ゼオライト等の吸着剤の

施用効果の確認

 果樹・茶等の木本性作物の除染技術、野菜の移行係

数の解明
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反転耕の放射性セシウム埋却
効果（中央農研）

３

これまでの知見を基にした取組



経路 想定される放射性セシウムの形態

事故時 原子炉の高温の下、気体セシウムが生成（セシウムの沸点
は670℃）

大気放出 大気中の水蒸気と反応したものは水酸化セシウムに、ある
いはさらに大気中の二酸化炭素と反応したものは炭酸セシ
ウムになり、微粉塵として飛散。

降下 大半は降雨や霧の水滴に溶けたイオン態で地表に降下。
一部は水を伴わず粉塵が地表や森林樹木等に捕捉される
乾式降下も。

土壌中 主に粘土に固定された固定態、イオン交換反応で結合した
置換態、土壌溶液に溶解した溶存態として存在。いずれも

形態はイオン態。乾式降下により地表に達したものも降雨
や土壌中の水分によりイオン態に変化。

植物体内 イオン態として土壌溶液から吸収され、植物体内ではイオ
ン態として収穫器官に移動。

４

原発事故により放出された放射性セシウムの形態の変化



 フォールアウト後、イオン態として雨に溶けた状態で降下した割合が高い（日本
土壌肥料学会HP、２０１１）

 土壌の粘土鉱物には、放射性セシウムを特異的に固定す
る微小部位があり（図１）、土壌表面に降下した放射性セ
シウムは次々にこの部位に固定されるため、その下方浸
透速度は極めて遅い（図２）（山口ら、２０１２）

図１ 放射性セシウム
を固定するフレイド・
エッジサイトの模式図

図２ 137Csと90Srの土壌
断面における下方浸透

 土壌中では、置換態（水溶性含む）、固定態として存
在し、少なくとも７割以上が固定態（山口ら、２０１２）。
また、時間の経過とともに置換態の割合は減少し、固
定が強まる（図３）。
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図３ 土壌中放射性セシウ
ムの置換態/全量比の経時
変化（農環研HP） ５

放射性セシウムの植物への移行に関する科学的知見


